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2011年6月1日《No.2560》

何の道理も根拠もない賃下げ強要は許さない
＝　6･1 すべての本府省庁前で早朝宣伝、総務省前での座り込み行動に終日奮闘　＝
	3日にも法案の閣議決定が予定されている国家公務員の賃下げ強要。国公労連は全労連公務部会との共同で提案の撤回を求め、6月1日にすべての本府省庁前での早朝宣伝と終日にわたる総務省前での座り込み行動をとりくみました。


早朝宣伝で共感の広がりを実感
3日間の行動の皮切りとして、国公労連は各単組本部とともに、自治労連や全教と共同して8時30分から1時間、すべての本府省庁前で宣伝行動をとりくみました。約100人が参加し1万枚のビラを手渡しながら、本府省庁労働者へ今回の賃下げ強要に何の道理も根拠もないことを訴え、国公労連とともにたたかうことを呼びかけました。ビラの受け取りの良さからも、賃下げ強要に対する関心の高さ、国公労連の主張・とりくみへの共感の大きさを実感しました。

意気高く座り込み行動を開始
9時30分からは総務省前に集結し、座り込みのスタート行動を行いました。冒頭、国公労連の阿部副委員長が主催者あいさつに立ち、被災者本位の震災復興実現、公務員賃金カット阻止を訴えました。続いて建交労の藤好委員長が連帯あいさつに立ち、「東日本大震災の被災地で解雇や雇止めが多発している。公務職場での緊急雇用も始まってはいるが、賃金は相場の1/3で生活再建できない。地域最賃なみの公務員初任給がベースとなっていることが大きな要因。民間含む多くの労働者の賃金のベースになる公務員賃金は引上げこそ必要。たたかいを成功させよう」と呼びかけました。
公務労働者の努力に背く賃下げ強要に怒り
シュプレヒコールでスタート行動を締めくくり、座り込み行動を開始。最初に公務部会の3単産から若手参加者が決意表明をしました。はじめに全教の参加者が「若い人は採用されてから賃金下がりっぱなし。職場では上がると思っていない人も多い。民間も含め賃金のベースになる公務員賃金を切り下げさせてはならない。たたかいを成功させよう」と訴えました。つづいて自治労連の参加者は「職場にはあきらめ気分もあるが、賃下げの不当性や悪影響の職場理解を広げ、怒りを巻き起こしていきたい。震災で公務労働の重要性が再認識された。確信もってともにたたかおう」と呼びかけました。最後に国公労連を代表して全労働の高橋中執が「職場では復興のため日夜奮闘している。賃下げ提案は何の道理も根拠もなく、公務労働者の努力に報いないもの。行動に結集してがんばろう」としめくくりました。
相次ぐ民間からの連帯表明

座り込み行動は、参加者からのリレートークを軸に、官民問わず全国各地の職場から寄せられた連帯と激励のメッセージを紹介し、気持ちを共有しながら進行しました。

民間からも多くの仲間がかけつけました。全労連全国一般・大木副委員長は「今回の賃下げ提案は震災復興に名を借りた火事場泥棒だ。公務員の賃下げは私たちの暮らしも悪化させる。復興のためには増員で公務の体制拡充が必要。官民共同で国民的運動を広げていこう」と呼びかけました。医労連・田中委員長は「今回の賃下げ提案は医労連の職場でも大問題。大震災はとりわけ医師・看護師不足が深刻な地域を襲った。しかし日本全体が医療崩壊している中、全国的な応援も十分にできない。看護師は仕事がきつく賃金少ないため離職率が極めて高い。賃下げでますます医療が崩壊していく。許せない」と述べました。映演労連・梯書記長は「公共サービスは映画・演劇の仕事を通じてありがたさや力を感じている。重要な情報を隠蔽しながら公務員の賃下げを強要する政府。撤回させなければならない。復興には前向きな施策こそ必要」と訴えました。
　千代田区労協からはお茶、農民連からはトマトの差し入れをいただきました。
150人が結集　昼休み要求行動
12時15分から行われた要求行動の参加者は500人にのぼりました。冒頭、国公労連・宮垣委員長が主催者あいさつに立ち、「この間の5回の政府交渉で賃下げ提案には全く根拠がないことが明らかになっているが、政府は震災からの復興を持ち出してとりつくろっている。独法や自治体への影響については、政府内での不一致も露呈した。憲法違反の行為を臨時・異例として強行することは、思いやり予算や政党助成金に手をつけず、庶民増税の露払いを狙っているからにほかならない。多くの識者も国公労連と同じ主張を展開している。団結してがんばろう」と訴えました。
つづく連帯あいさつでは、全労連・大黒議長が「本日の朝刊にいろいろな経済指標が出ていた。岩手、宮城、福島の3県で失業者が11万人・失業率は0.1ポイント悪化。賃金、消費購買力も低下している。政府の賃下げ提案は極めて不当で憲法違反。マスコミ・国民には公務員の賃下げ当たり前といった論もあるが、大義は私たち公務労働者・国民にある。働くルールを確立するためにも賃下げ提案の断固撤回を求める。最後までがんばろう」と呼びかけました。農民連・吉川事務局次長は「公務労働者の被災地での奮闘、あちこちで見聞きしている。一方的賃下げは復興の力をそぐものでもあり断じて許せない。4/26の農水省交渉では農地被害の状況が把握できていなかった。公務の削減が安心・安全を脅かすことを実感。ともにがんばろう」と訴えました。新聞労連・東海林委員長は「賃下げ強要。なんという乱暴なことか。政府は震災復興のどさくさまぎれに憲法改悪まで辞さない姿勢。悪い手本は民間にも悪影響をおよぼす。被災地でがんばっている仲間の賃金カットは同じ労働者として許せない。原発にしても産業界が手元資金の52兆円を活用して責任を持つべき。力強く連帯してたたかう」と励ましました。全商連・今井さんは「なぜ復興財源に公務員の賃下げ、消費税増税なのか。与党の中にも応能負担の意見があるという。民間への波及は火を見るより明らか。連帯してがんばろう」と呼びかけました。
最後に公務部会の3単産から決意表明をしました。全法務・実川委員長は「職場の仲間とその家族から大きな怒りがわき起こっている。国家公務員への賃下げ強要は、すべての労働者に賃下げの悪循環をもたらす。このことに確信をもってたたかおう」と述べました。自治労連・松尾中執は「自衛隊は貢献しているから賃下げを半年猶予するとの報道。その他の公務労働者は貢献していないとでもいうのか。岩手自治労連の委員長は怒りを通り越すと笑うしかないと述べていた。今回の政府提案は奮闘している公務労働者の心をへし折るもの。不況の観光業では国を模範に賃下げ・解雇・雇止めを公言しているところもある。不況を長引かせる悪行。ともに奮闘しよう」と呼びかけました。全教・池田中執は「長時間過密労働の職場だが賃金は10年間下がり続けている。政府は今回の賃下げが地方には波及しないと言うが、石原都知事は国がやるなら当然都でもやると明言している。賃下げで財政好転はありえない。消費税増税で負担増にもつながる。団結してたたかおう」と訴えました。

私たちの声を総務大臣に伝えろ
　13時40分からは、午前中に引き続きリレートークを中心とした座り込み行動に移行しました。
15時からは総務省では初となる個人請願行動を展開。180人が総務省の担当者3人に対し思いのたけをぶつけました。請願のとりをつとめた国公労連・岡部書記長が「全員の声を片山総務大臣に伝えて欲しい。片山総務大臣は私たちの思いも踏まえて交渉に臨んで欲しい」と締めくくりました。
われわれは最後までたたかう
　18時からの集結行動で明日、明後日とつづく行動の完遂を意思統一し、シュプレヒコールと団結がんばろうで本日の行動をしめくくりました。
以　上
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国公労連幹部なじみの飲食店からは飲み物、(株)きかんしからは飲み物とお菓子の差し入れがありました。





個人請願で思いを訴える





座り込みスタート





寄せられた連帯・激励メッセージ





農民連からトマトの差し入れ
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